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　日本初の小型移動式クレーン専用の訓練用VR（仮想現実）シ
ステム。操作環境を忠実に再現して臨場感のある3次元CG（コン
ピューターグラフィックス）表現や、物理シミュレーションによる重
力や衝突などによりリアルな操縦環境を実現した。基本的なクレー
ン操作や試験コースを忠実に再現するだけでなく、「荷揺れ」の制
御に特化した練習などVRでしか再現できない訓練メニューも用意
した。初心者から経験者まで幅広く利用できる。
　通常のVRシステムはVR専用のコントローラーを使って操作するが、開発したシステムは訓練の効果を高
めるため、独自に開発したレバー装置を使用する。内部にバネと歯車があるためレバーの操作感を再現した。
模擬試験コースは実際のクレーン訓練所に取材することで、実際の試験と同様の流れと試験項目も再現す
ることができた。
　システムの完成後にクレーン教習所の教官、クレーン会社の経営者、現役のクレーン操縦者などに体験
してもらった結果、「現実のクレーン操縦をリアルに再現できている」「効果的な操縦訓練ができる」など
の高い評価を得ている。
　小型移動クレーンは建設現場や運送業務で幅広く活用されているが、操作するためには安全衛生法で
定められた運転技能者講習を修了する必要がある。ただ実技講習の時間は1日で、しかも10−20人で行う
ため、一人当たりの訓練時間は30分にも満たない場合もある。開発したシステムは資格取得を目指す人が、
時間に制限なく訓練を行うことができる。

　「iPax」（アイパクス）は、オンラインで聴診の技術が
学べる医学教育用のシステム。パソコンなどの画面上で
体の部位を選ぶと、同社が開発した聴診教育用の専用ス
ピーカー「聴くゾウ」から心音や肺音などを聴診器から聴
くことができる。従来の聴診シミュレーターは、心音用や
肺音用など用途別に分かれていて重量もあり持ち運びが
大変だった。iPaxは一つのシステムで心音や肺音に加え、腸音の聴診や血圧測定、新生児聴診音の教育
にも活用できる。
　テレメディカは聴診教育用の専用スピーカー「聴くゾウ」で第30回中小企業優秀新技術・新製品賞の一
般部門優良賞を受賞している。現在では国内医学部の7割以上に採用されてスタンダードになっているが

「聴診部位と音の関係を教えたい」「脈を取りながら聴診したい」という要望に応えたシステムを開発した。
　iPaxは心音と肺音を単独で再生したり同時に再生することができる。脈を取りながら聴診する機能も持
たせることで、従来のシミュレーターと類似の教育がオンライン上で可能になった。
　スマートフォンに対応しているため学生が必要なときにいつでも一人で練習できる上、学習履歴がサーバー
に記録されるため、教員が学生の学習状況を確認できる。人工知能（AI）も搭載し学生に個別最適化し
た教育コンテンツを提示する機能もある。教員の負担を減らしながら教育効果を高めることにも役立つ。

シンフォニア株式会社
〒182-0026　東京都調布市小島町1-35-3 502

TEL. 042（444）8373
https://sinfonia.biz/

株式会社テレメディカ
〒227-0062　神奈川県横浜市青葉区青葉台1-3-9

TEL. 045（532）4613
https://telemedica.co.jp/

［奨　励　賞］　小型移動式クレーン VR訓練システム

［奨　励　賞］　仮想聴診シミュレータ「iPax」

代表取締役
瀬戸　豊 氏

代表取締役
藤木　清志 氏
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第34回（2021年度）「中小企業優秀新技術・新製品賞」
審査委員会　審査委員

（敬称略・順不同）

	 委 員 長	 新井 民夫	 東京大学 名誉教授

	 委　　員	 ⻆野 然生	 中小企業庁 長官	

			   豊永 厚志	 (独)中小企業基盤整備機構 理事長

			   齊藤 仁志	 (国研)科学技術振興機構 副理事

			   浅井 紀子	 中京大学 教授

			   石 原　直	 東京大学 名誉教授

			   植木 英次	 ㈱NTTデータ フィナンシャルテクノロジー

代表取締役社長

			   柴山 悦哉	 東京大学 教授

			   清水 敏美	 (国研)産業技術総合研究所 名誉リサーチャー

			   中川 威雄	 東京大学 名誉教授

			   橋本 久義	 政策研究大学院大学 名誉教授

			   菊池 英勝	 りそなキャピタル㈱ 代表取締役社長

			   古川 裕二	 りそな中小企業振興財団 理事長(主催者)

			   井 上　渉	 日刊工業新聞社 執行役員編集担当

本社編集局長(主催者)
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第34回（2021年度）「中小企業優秀新技術・新製品賞」
専門審査委員会　審査委員

（敬称略・順不同）

【一般部門】（21名）
	 委 員 長	 清水 敏美	 (国研)産業技術総合研究所 名誉リサーチャー
	 副委員長	 石原　 直	 東京大学 名誉教授
	 委　　員	 田辺 雄史	 中小企業庁経営支援部 技術・経営革新課長
			   安齋 正博	 芝浦工業大学デザイン工学部

デザイン工学科 教授
			   泉　 克文	 泉特許事務所 弁理士
			   植松　 豊	 コンサルR&D 代表
			   内川 英興	 テクノゲイン 代表
			   齊藤 誠一	 小田・齊藤特許事務所 所長弁理士
			   桜本 文敏	 鹿島建設㈱技術研究所 専任役
			   高井まどか	 東京大学大学院工学系研究科

バイオエンジニアリング専攻 教授
			   田中 　弘	 日本工営㈱ 事業戦略本部 専門顧問 技師長
			   知京 豊裕	 (国研)物質・材料研究機構

統合型材料開発・情報基盤部門 特命研究員
			   中村 　聡	 沼津工業高等専門学校 学校長
			   藤野 　隆	 キッコーマン食品㈱ 生産本部

野田工場製造管理兼製造第2部長
			   益　 一哉	 東京工業大学  学長
			   松岡 甫篁	 ㈱松岡技術研究所 代表取締役
			   松澤　 昭	 東京工業大学 名誉教授
			   光石　 衛	 東京大学大学院工学系研究科機械工学専攻 教授
			   宮永 賢久	 オフィス・ノバ 代表
			   村中 昌幸	 村中技術士事務所 所長
			   渡部 幸夫	 日本精工㈱　技術開発本部

CMS(状態監視システム)開発センター所長付
【ソフトウエア部門】（８名）
	 委 員 長	 柴山 悦哉	 東京大学情報基盤センター 教授
	 委　　員	 山地禎比古	 (独)中小企業基盤整備機構 理事
			   大槻 　繁	 ㈱一

いち
 代表取締役社長

			   中谷多哉子	 放送大学オンライン教育センター長 教授
			   増原 英彦	 東京工業大学情報理工学院数理・計算科学系 教授
			   水居　 徹	 アイコムティ㈱ 代表取締役社長
			   山本修一郎	 名古屋国際工科専門職大学

情報工学科教授・学科長
			   渡邊　 創	 (国研)産業技術総合研究所
						      サイバーフィジカルセキュリティ研究センター 
						      副研究センター長



28

第35回  募集案内（予定）

経済産業省中小企業庁　　独立行政法人 中小企業基盤整備機構

TEL ０３- ３４４４- ９５４１
URL  https://www.resona-fdn.or.jp/

主 催

後 援

〈募集開始：2022年9月予定〉

TEL ０３- ５６４４- ７１１２
URL  https://www.nikkan.co.jp/sanken/

日 刊 工 業 新 聞 社公益財団法人

【一般部門】

● 応 募 資 格
新ソフトウエアを自ら開発した中小企業、個人事業主および
異業種交流等のグループや組合。
○中小企業は資本金３億円以下または従業員300人以下の企業
とします｡ただし､上場企業・大企業の出資が合計50％超の
企業、大企業の連結子会社、上場企業、外国企業およびそ
れらの実質グループ企業は除きます｡

○共同開発やグループ、組合の場合は、代表（企業）が応募
してください。大企業・上場企業、外国企業が実質支配す
るグループや組合は除きます。

● 募 集 対 象
ビジネスを目的として、2021年から2022年までの２年間に提
供または販売を開始したソフトウエアとします。ただし、従
来より存在したソフトウエアでも対象期間中に大きな改良・
改善が含まれたものも含みます。
○ゲームも対象としますが、コンテンツにのみ依存し、ソフ
トウエア技術や提供する機能等に新規性のないソフトウエ
アは対象としません。

○共同開発品も含めます。ただし、開発の主体が外国企業の
場合は除きます。

● 表 彰 対 象
○わが国のソフトウエア分野において、コンピューター利用
の高度化や新たな利用分野の開拓により、情報化社会の発
展に寄与するとみられるソフトウエア。

○機能・性能などの優秀性、着眼・新規性などの独創性、競争力・
将来性などの市場性が極めて高いとみられるソフトウエア。

● 応 募 書 類
○ソフトウエア部門用申込書は、別記主催者ホームページか
ら応募エントリー後に、書式をダウンロードして記載入力
してください。

○申込書に記載入力し、印刷した紙と申込書データファイル
も共にご提出ください。原則、申込書（４ページ）のみで
審査しますので、必要なデータを簡潔に記入願います。

【ソフトウエア部門】

● 応 募 資 格
新技術・新製品を自ら開発した中小企業、個人事業主および
異業種交流等のグループや組合。
○中小企業は資本金３億円以下または従業員300人以下の企業
とします｡ただし､上場企業・大企業の出資が合計50％超の
企業、大企業の連結子会社、上場企業、外国企業およびそ
れらの実質グループ企業は除きます｡

○共同開発やグループ、組合の場合は、代表（企業）が応募
してください。大企業・上場企業、外国企業が実質支配す
るグループや組合は除きます。

● 募 集 対 象
2021年から2022年までの２年間に開発を完了、あるいは販売
を開始した新技術・新製品とします。ただし、従来より存在
した技術・製品でも対象期間中に大きな改良・改善が含まれ
たものも含みます。
○共同開発や共同研究の成果も含めます。ただし、開発の主
体が外国企業の場合は除きます。

● 表 彰 対 象
○わが国の中小企業分野において、先導的な役割を果たし、
わが国産業および社会に寄与するとみられる新技術・新製
品。

○わが国産業界の技術向上に寄与するとみられる新技術・新
製品。

○優秀性、独創性、市場性が極めて高いとみられる新技術・
新製品。

● 応 募 書 類
○一般部門用申込書は、別記主催者ホームページから応募エ
ントリー後に、書式をダウンロードして記載入力してくだ
さい。

○申込書に記載入力し、印刷した紙と申込書データファイル
も共にご提出ください。原則、申込書（４ページ）のみで
審査しますので、必要なデータを簡潔に記入願います。

● 産学官連携特別賞
○部門表彰作品のなかで、大学などの研究・試験機関が技術
指導面などで貢献していた場合には、当該研究機関の担当
者個人も併せて表彰します。数件程度。表彰状、盾を贈呈。

※内容については変更の可能性があります。応募の際には（公財）りそな中小企業振興財団のＨＰ等で最新の情報をご確認ください。

● 環境貢献特別賞
○部門表彰作品のなかで、特に環境に貢献すると認められる
作品を併せて表彰します。数件程度。表彰状を贈呈。

特別賞（併賞）

● 表　　彰
中小企業庁長官賞
中小企業の範となる特に優秀なものに授与。
1件。表彰状、盾、副賞100万円を贈呈。
優秀賞
10件程度。表彰状、盾、副賞100万円を贈呈。
優良賞
10件程度。表彰状、盾、副賞  30万円を贈呈。
奨励賞
10件程度。表彰状、盾、副賞  10万円を贈呈。 

● 表　　彰
中小企業基盤整備機構理事長賞
中小企業の範となる特に優秀なものに授与。
1件。表彰状、盾、副賞100万円を贈呈。
優秀賞
数件程度。表彰状、盾、副賞100万円を贈呈。
優良賞
数件程度。表彰状、盾、副賞  30万円を贈呈。
奨励賞
数件程度。表彰状、盾、副賞  10万円を贈呈。




